交渉では、まず幸参事官が調査の趣旨及びその内容について以下のように説明した。

(1) 50歳台における官民の給与差が相当程度存在している状況にあり、これまで傾斜配分による是正や55歳を超える職員の俸給等の1.5％引下げ等の実施、官民給与差の要因の１つとなっている給与構造改革における経過措置額の廃止を勧告してきたが、50歳台における官民の給与差はなお相当程度残ることが想定される。

(2) 人事院としては、これまで民間における高齢層人事管理全般の把握をしてこなかったが、60歳以降も含めた高齢層給与等のあり方の検討を進めるための基礎資料を得るために、今回民間における高齢層の人事管理制度を調査することにしたい。

(3) 本年の民調において、50歳の従業員数、高齢層従業員（50歳以上）の昇任の有無、高齢層従業員の定年までの状況を新たに調査する。なお、調査対象は企業規模50人以上・事業所規模50人以上の本社(店)とする。

(4) 高齢層従業員の定年までの状況については、具体的には①転籍・出向、再就職支援会社の活用、早期退職支援制度の活用等定年前の離職の状況、②定年まで勤務する場合のポストの状況（同等のポストにとどまるか、高齢者用の特別のポストに異動するか）、③同等のポストにとどまる場合の給与減額の有無、減額する場合の減額する給与種目・減額率、④高齢者用の特別のポストに異動する場合の異動理由や異動時の年齢、異動先ポスト、減額する給与種目・減額率について調査することを考えている。

また幸参事官は、2011年人事院勧告時の報告で触れられていた「高齢層における官民の給与差を縮小する方向で昇格、昇給制度の見直し」を行うことについても、今後検討を進めていくことを明らかにした。

幸参事官の説明を受け、公務員連絡会側は「50歳台における官民の給与差は給与制度の問題ばかりではなく、人事管理上の問題でもある。複線型人事管理や女性の活用など人事管理のあり方も含めた総合的な検討を丁寧にすべきだ」と指摘するなどの質疑を行った。

最後に大塚副事務局長が「われわれとしては四法案の成立を前提にしているが、民調は地方公務員等にも影響することから、50歳台の給与見直しに関わる昇給・昇格のあり方の検討なども含め、今後十分な交渉・協議を行っていく」ことを人事院に確認し、交渉を終えた。

以上

